
証券コード　6977

平成31年３月８日

株 主 各 位

富 山 県 南 砺 市 北 野 2 3 1 5 番 地

株式会社　日本抵抗器製作所
代表取締役社長 木 村 　 準

第71回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第71回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようお知らせ申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、平成31年３月27日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送
くださいますようお願い申しあげます。

　敬　具
記

１．日 時 平成31年３月28日（木曜日）午後３時

２．場 所 富山県南砺市北野2315番地

当社本店３階講堂

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第71期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第71期（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

　第１号議案

　第２号議案

　剰余金処分の件

　取締役６名選任の件

以　上

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.jrm.co.jp/）に掲
載させていただきます。

◎当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出願います。
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（添付書類）

事　業　報　告
（平成30年１月１日から平成30年12月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益、雇用・所得環境の改善

を背景に国内景気は緩やかな回復基調が続きました。しかしながら、欧米諸

国では政治情勢の不安定さ、通商問題等により世界経済の不確実性が高まっ

ており、景気の先行きは依然として不透明な状況が続き、日本経済への影響

が懸念されます。

　この様な経済情勢のもと、当社グループでは電子化の進行が著しい欧州・

東南アジアでの自動車関連市場、産業機器市場向け電子部品の受注拡大を進

めるとともに、高い品質、高い信頼性を必要とされる市場への販路拡大を進

めながら、固定費の抑制、コストの低減を進め、収益力の強化に取り組む一

方、小型化・省エネルギー新製品の開発に努め、業績の伸長と経営基盤の確

立をめざしてまいりました。

　その結果、当連結会計年度の業績は次のとおりとなりました。

 売　　上　　高　　67億5千2百万円（対前期増減率　15.2％）

 営　業　利　益　　 3億4千3百万円（対前期増減率　41.5％）

 経　常　利　益　　 3億4千2百万円（対前期増減率　51.1％）

 親会社株主に帰属する当期純利益　　　　 2億円（対前期増減率　80.8％）

　当連結会計年度の売上高は、半導体装置用電子機器の売上が前期に引き続

き堅調に推移しており、海外においては電流センサー等の売上が増加したこ

とから、売上高は前期比15.2％増となりました。収益につきましては、売上

高増加に伴い、営業利益が前期比41.5％増の3億4千3百万円となりました。
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　当社グループにおける製品群別の生産・受注・販売の実績は次のとおりで

あります。

（生産）

製品群の名称

前連結会計年度

（自　平成29年１月１日

至　平成29年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成30年１月１日

至　平成30年12月31日）

前期比（％）

　抵抗器（千円） 1,240,529 1,326,290 106.9

　ポテンショメーター（千円） 481,746 467,432 97.0

　ハイブリッドＩＣ（千円） 1,270,232 1,249,866 98.4

　電子機器（千円） 2,187,599 2,942,288 134.5

合計（千円） 5,180,106 5,985,876 115.6

（注）金額は販売価格により表示しており、消費税等は含んでおりません。

（受注高）

製品群の名称

前連結会計年度

（自　平成29年１月１日

至　平成29年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成30年１月１日

至　平成30年12月31日）

前期比（％）

　抵抗器（千円） 1,469,835 1,582,049 107.6

　ポテンショメーター（千円） 599,056 589,310 98.4

　ハイブリッドＩＣ（千円） 1,386,282 1,297,588 93.6

　電子機器（千円） 3,141,951 2,902,676 92.4

合計（千円） 6,597,124 6,371,623 96.6

（注）金額は販売価格により表示しており、消費税等は含んでおりません。

（受注残高）

製品群の名称

前連結会計年度

（自　平成29年１月１日

至　平成29年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成30年１月１日

至　平成30年12月31日）

前期比（％）

　抵抗器（千円） 62,069 75,917 122.3

　ポテンショメーター（千円） 77,709 94,638 121.8

　ハイブリッドＩＣ（千円） 676,446 630,323 93.2

　電子機器（千円） 1,166,591 800,793 68.6

合計（千円） 1,982,815 1,601,671 80.8

（注）金額は販売価格により表示しており、消費税等は含んでおりません。
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（販売実績）

製品群の名称

前連結会計年度

（自　平成29年１月１日

至　平成29年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成30年１月１日

至　平成30年12月31日）

前期比（％）

　抵抗器（千円） 1,480,675 1,568,201 105.9

　ポテンショメーター（千円） 585,137 572,381 97.8

　ハイブリッドＩＣ（千円） 1,357,391 1,343,711 99.0

　電子機器（千円） 2,440,388 3,268,474 133.9

合計（千円） 5,863,591 6,752,767 115.2

（注）金額は販売価格により表示しており、消費税等は含んでおりません。

また、顧客の地域別売上高は次のとおりであります。
前連結会計年度

（自　平成29年１月１日

至　平成29年12月31日）

当連結会計年度

（自　平成30年１月１日

至　平成30年12月31日）

増減

売上高(千円)  構成比（％） 売上高(千円)  構成比（％） 金額(千円)  増減率（％）

日本 4,651,921 79.3 5,392,559 79.8 740,638 15.9

欧州 515,543 8.8 593,996 8.8 78,453 15.2

アジア 671,381 11.5 737,992 10.9 66,611 9.9

南北アメリカ 22,836 0.4 23,820 0.4 984 4.3

その他 1,910 0.0 4,400 0.1 2,490 130.4

計 5,863,591 100.0 6,752,767 100.0 889,176 15.2

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資額は１億７千１百万円であり、主な内容は生産

設備の更新であります。

　なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　国内経済は回復基調が続いておりますが、各種政策による企業収益、雇用・

所得環境の改善を背景に景気の回復基調は続くものと予想されます。しかし

ながら、海外の政治情勢の不安定さ、米国の通商政策が世界経済に与える影

響などを予測することは難しく、先行きの不透明感が残っております。

　当社グループでは、今後もさらに業績を上げるべく、改善、改革を進め、

一層のコスト削減に取り組むとともにグループ各社の総力を結集して、技術

開発力、営業力、収益力の強化に努めてまいる所存でございます。

　何卒、より一層のご理解とご支援を賜ります様、お願い申し上げます。

(5) 財産及び損益の状況

区　　分
第68期

（平成27年12月期）
第69期

（平成28年12月期）
第70期

（平成29年12月期）

第71期
（当連結会計年度）
（平成30年12月期）

売上高 (千円) 5,508,830 5,135,465 5,863,591 6,752,767

経常利益 (千円) 41,047 92,107 226,349 342,044

親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属す
る当期純損失(△) (千円)

△32,756 31,234 110,709 200,194

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失
(△) (円)

△26.46 25.23 89.45 161.75

総資産 (千円) 6,913,210 6,460,960 6,999,977 6,840,667

純資産 (千円) 1,560,051 1,476,859 1,645,310 1,725,409

１株当たり純資産額 (円) 934.33 893.57 985.43 1,068.59

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中
平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済
株式総数により算出しております。

２．平成29年７月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施してお
ります。第68期（平成27年12月期）の期首に当該株式併合が行われたものと仮定し、
１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産額を算
定しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況ならびに企業結合等の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社
社 名 資 本 金 出資比率 主 な 事 業 内 容

百万円 ％

日本抵抗器販売株式会社 50
60.0

 (60.0)
電子機器、電子部品の販売

（注）出資比率割合の（　）は間接所有割合の内数となっております。
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(7) 主要な事業内容（平成30年12月31日現在）

下記製品の製造及び販売

○　抵抗器　　　　　　　自動車、農電機器、住設機器、電源機器、

医療機器、家電等

○　ポテンショメーター　自動車、建設機械、農電機器等

○　ハイブリッドＩＣ　　自動車、空調、電源機器、医療機器、家電等

○　電子機器　　　　　　自動車、空調機器、住設機器、農電機器等

(8) 主要な事業所及び工場（平成30年12月31日現在）

①　当社

本　　社：　富山県南砺市北野2315番地

富山工場：　富山県南砺市北野2315番地

②　主要な子会社の事業所

国内：　日本抵抗器販売株式会社

　　　　東京都品川区南大井３丁目６番20号

海外：　解亜園(上海)電子製造有限公司

　　　　中国上海松江出口加工区茸翔路８号標準廠房第３、４棟

(9) 使用人の状況（平成30年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況 327（131）名（前期比 △9（＋5）名）

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

48（0）名 △1（△1）名 44.2歳 16.3年

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

(10) 主要な借入先の状況（平成30年12月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 428,788千円

株式会社商工組合中央金庫 310,530

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 230,966

株 式 会 社 横 浜 銀 行 229,200

株 式 会 社 富 山 銀 行 228,442

株 式 会 社 北 國 銀 行 218,774
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 2,000,000株

②　発行済株式の総数 1,240,000株

③　株主数 1,842名

④　大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

木 村 　 準 176,500株 14.26％

今 井 芳 範 45,163株 3.65％

株 式 会 社 富 山 銀 行 38,000株 3.07％

株 式 会 社 北 陸 銀 行 37,800株 3.05％

日本抵抗器関連会社従業員持株会 33,562株 2.71％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 30,400株 2.46％

日 本 抵 抗 器 取 引 先 持 株 会 22,175株 1.79％

永 山 敬 健 20,700株 1.67％

日 抵 従 業 員 持 株 会 19,860株 1.60％

NO M U R A  P B  N O M I N E E S  L I M I T E D
O M N I B U S - M A R G I N  ( C A S H P B )

18,900株 1.53％

（注）持株比率は自己株式（2,391株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成30年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 木 村 　 準

取 締 役 今 井 　 治 ㈱今井機業場代表取締役

取 締 役 今 井 芳 範 シーエスフィールド㈱代表取締役

取 締 役 愛 山 良 信

取 締 役 石 尾 　 博

取 締 役 森 　 悦 夫

常 勤 監 査 役 堀 井 　 進

監 査 役 堀 越 直 子

監 査 役 白 田 幸 春

監 査 役 石 崎 　 武

（注）１．取締役のうち今井　治氏、今井芳範氏は社外取締役であります。
２．監査役のうち堀越直子氏、白田幸春氏、石崎　武氏は社外監査役であります。
３．当社と㈱今井機業場、シーエスフィールド㈱との間に重要な取引関係はありません。
４．当社は、今井　治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

②　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 今 井 　 治
当期開催の取締役会15回のうち15回出席し、主に他
業種の動向等についての発言を行っております。

取 締 役 今 井 芳 範
当期開催の取締役会15回のうち15回出席し、主に国
内の市場動向等についての発言を行っております。

監 査 役 堀 越 直 子
当期開催の取締役会15回のうち13回出席し、また当
期開催の監査役会12回のうち12回出席。主に海外の
情報についての発言を行っております。

監 査 役 白 田 幸 春
当期開催の取締役会15回のうち14回出席し、また当
期開催の監査役会12回のうち12回出席。主に国内の
情報についての発言を行っております。

監 査 役 石 崎 　 武
当期開催の取締役会15回のうち14回出席し、また当
期開催の監査役会12回のうち12回出席。主に国内の
情報についての発言を行っております。
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③　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 5名 26,250千円

監 査 役 4名 3,600千円

合 計 9名 29,850千円

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．社外役員支給人員（５名）の支給合計は3,600千円であります。
３．当期末の取締役の員数は６名、監査役の員数は４名であります。上記の取締役の員数

と相違しておりますのは、無支給の取締役１名を含んでいるためであります。

(4) 会計監査人の状況

①　名称

仰星監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

・公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 19,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

19,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を区分していないため、これらの合計金額を記載して
おります。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積も
りの算出根拠などが適切であるかどうかについて検討を行ったうえで、会計監査人の
報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容

を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い

たします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制の整備に関する決議の内容の概要

(1) 基本方針

　当社は、「抵抗器及び電子回路の製造を通じて社会に貢献する」ことを経

営の基本方針としており、「内部統制システム構築の基本方針」に沿った活

動により、経営の透明性と健全性を高めていくことが重要と考えております。

(2) 業務の適正を確保するための体制

①　当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制

　当社はコンプライアンス全体を統括する組織として内部統制室をこれに

あてることとしております。監査役及び内部統制室は連携して、当社及び

子会社のコンプライアンス体制の調査、法令並びに定款上の問題の有無を

調査し、取締役会に報告することとしております。また、内部統制室は定

期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努めること

としております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は稟議書、取締役会議事録その他職務の執行に係る情報について、

社規社則、業務基準に基づいて、適切な保存及び管理を行うこととしてお

ります。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

　当社及び子会社は、業務毎のリスクを管理するため、社規社則、業務基

準を整備し、取締役と各部門責任者がリスクを管理する体制を確立してお

ります。また、内部統制室は当社及び子会社の内部監査を定期的に実施す

ることでリスクを管理しております。

④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制並びに子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社へ

の報告に関する体制

　当社取締役会は原則月１回開催され、そこでは法令に定められた事項や

経営に関する重要事項を審議、決定しております。また、当社及び子会社

の各取締役は当社グループ全社の取締役と合同で開催される経営会議に出

席し、生産、販売、研究開発における職務の執行状況を報告することによ

り、経営レベルの状況把握と意思決定を迅速に行っております。

⑤　当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

　当社の子会社については、子会社の内部監査を定期的に行い、経営指導

を行う他、取締役及び監査役に報告し、グループ企業全体の経営効率の向
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上をも図ることとしております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する

事項並びに当該使用人に対する指示の実効性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役

会は監査役と協議の上、社内から人選して、監査役を補助すべき使用人と

して指名することができるものとしております。また、監査役が指定する

補助すべき期間中には、当該使用人は取締役からの指揮命令を受けないも

のとしており、監査役からの指揮命令にのみ従わなければならないものと

しております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告

に関する体制

　取締役は監査役が出席する取締役会等の重要な会議において担当する業

務の執行状況を報告するものとしております。また、監査役はいつでも取

締役又は使用人に対して、報告を求めることができるものとしております。

⑧　子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者

が当社の監査役に報告をするための体制

　当社及び子会社の役員及び社員は、当社監査役から業務執行に関する事

項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うこととし

ております。また、当社及び子会社の役員及び社員は、法令等の違反行為

等、当社及び子会社に重大な影響を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、直ちに当社の監査役又は監査役会に対して報告を行うこ

ととしております。

⑨　監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

　当社は、当社の監査役へ報告を行った当社及び子会社の役員及び社員に

対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、

その旨を当社及び子会社の役員及び社員に周知徹底しております。

⑩　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す

る事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条

に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、

当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認

められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することとしてお
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ります。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するため、取締役会

及び経営会議に出席するとともに、業務執行に係る重要な文書を閲覧し、

取締役及び使用人に説明を求めるものとしております。また、内部統制室

が内部監査の実施状況を監査役会に報告することで監査の連携を行ってお

ります。

４．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 取締役の職務執行

　取締役会規則等の社規社則を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行

動するよう徹底しております。当事業年度において取締役会を15回開催して

おります。

② 監査役の職務執行

　社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監

査を実施するとともに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに

内部統制室との間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の

監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しております。

③ 内部監査の実施

　内部監査基本計画に基づき当社及び子会社の内部監査を実施しております。

④ 財務報告に係る内部統制

　内部統制の評価の基本計画書に基づき内部統制評価を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年12月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

千円

5,077,258

1,985,112

1,047,564

562,165

289,724

48,131

979,969

111,780

45,142

32,722

△25,051

1,753,872

1,260,739

1,619,064

1,311,668

1,054,869

301,068

159,894

2,957

△3,188,781

18,256

474,877

227,557

185

121,613

125,522

9,537

千円

流 動 負 債 2,933,592

支払手形及び買掛金 753,410

電 子 記 録 債 務 532,622

短 期 借 入 金 1,245,985

１年内償還予定の社債 105,000

リ ー ス 債 務 16,403

未 払 法 人 税 等 75,917

受 注 損 失 引 当 金 2,807

繰 延 税 金 負 債 73

そ の 他 201,375

固 定 負 債 2,181,666

社 債 365,000

長 期 借 入 金 1,254,229

リ ー ス 債 務 29,721

繰 延 税 金 負 債 14,032

退職給付に係る負債 440,684

そ の 他 78,000

負 債 合 計 5,115,258

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,217,510

資 本 金 724,400

資 本 剰 余 金 131,450

利 益 剰 余 金 365,213

自 己 株 式 △3,553

その他の包括利益累計額 104,985

その他有価証券評価差額金 28,979

為 替 換 算 調 整 勘 定 76,006

非 支 配 株 主 持 分 402,914

純 資 産 合 計 1,725,409

資 産 合 計 6,840,667 負 債 純 資 産 合 計 6,840,667

－ 13 －

連結貸借対照表



連 結 損 益 計 算 書

（平成30年１月１日から

平成30年12月31日まで ）
科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 6,752,767

売 上 原 価 5,084,427

売 上 総 利 益 1,668,340

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,324,929

営 業 利 益 343,411

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,892

受 取 配 当 金 5,065

不 動 産 賃 貸 料 37,693

そ の 他 15,762 61,412

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び 手 形 売 却 損 36,070

売 上 割 引 2,528

賃 貸 資 産 減 価 償 却 費 等 16,237

為 替 差 損 995

そ の 他 6,949 62,779

経 常 利 益 342,044

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 18 18

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 190

固 定 資 産 売 却 損 9,031 9,221

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 332,841

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 100,295

法 人 税 等 調 整 額 17,310 117,605

当 期 純 利 益 215,236

非支配株主に帰属する当期純利益 15,042

親会社株主に帰属する当期純利益 200,194
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連結株主資本等変動計算書

（平成30年１月１日から

平成30年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計資本金

資 本
剰余金

利 益
剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為替換算
調整勘定

その他の包括利
益 累 計 額
合 計

平成30年１月１日残高 724,400 131,450 189,772 △3,497 1,042,125 60,756 116,740 177,496 425,689 1,645,310

当連結会計年
度中の変動額

剰余金の配当 △24,753 △24,753 △24,753

親会社株主に帰属
する当期純利益

200,194 200,194 200,194

自己株式の取得 △56 △56 △56

株主資本以外の項
目の当連結会計年
度 中 の 変 動 額
（ 純 　 額 ）

△31,777 △40,734 △72,511 △22,775 △95,286

当連結会計年
度中の変動額
合 計

－ － 175,441 △56 175,385 △31,777 △40,734 △72,511 △22,775 80,099

平成30年12月31日残高 724,400 131,450 365,213 △3,553 1,217,510 28,979 76,006 104,985 402,914 1,725,409
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　10社

　連結子会社は、日本抵抗器販売株式会社、株式会社日本抵抗器大分製作所、マイクロジ

ェニックス株式会社、解亜園（上海）電子製造有限公司、ジェイ・アール・エム株式会社、

ジェイアールエムグループ株式会社、上海JRM有限公司、株式会社サンジェニックス、株式

会社ファイン電子及びJRM(Thailand)Co.,Ltd.であります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社はありません。

(2) 持分法を適用していない関連会社はありません。

３．重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日現在の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

４．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・仕掛品・原材料

移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

貯蔵品

終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

６．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　在外連結子会社は定額法を採用しております。

　耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しております。

　在外連結子会社のリース資産については所在地の法人に適用される耐用年数を採用して

おります。
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７．繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

８．重要な引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。なお、在外連結子会社においては主として個別の債権に

ついてその回収可能性を勘案した所要見積額を計上しております。

(2) 受注損失引当金

　受注契約に係る損失に備えるため、将来の損失が見込まれ、その損失金額が合理的に見

積もることができるものについて、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。

９．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産、負債、収益及び費用は連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は非支配株主持分及び純資産の部における

為替換算調整勘定に含めて計上しております。

10．重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

　また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理

を、金利スワップについては特例処理を採用しております。

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりでありま

す。

ヘッジ手段………金利スワップ

ヘッジ対象………変動金利借入金

ヘッジ方針………金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを回避

するため、金利スワップ取引を利用しております。

ヘッジの有効性評価の方法………特例処理によっている金利スワップについては有効性

の評価を省略しております。

11．退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

12．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産

土地 91,013千円

建物 306,849千円

投資有価証券 57,041千円

定期預金 30,201千円

上記に対する債務

短期借入金 578,389千円

長期借入金 586,209千円

２．受取手形割引高 221,466千円

（連結損益計算書に関する注記）

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後の金額であり、たな卸資産評価損が売上原

価に61,447千円含まれております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 1,240,000株 －株 －株 1,240,000株

２．自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 2,342株 49株 －株 2,391株

（注）自己株式数の増加49株は、単元未満株式の買取による増加49株であります。
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３．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成30年３月29日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

①配当金の総額　　　　　　　　24,753千円

②１株当たり配当額　　　　　　　　　20円

③基準日　　　　　　　　平成29年12月31日

④効力発生日　　　　　　平成30年３月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

　平成31年３月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案する予定であります。

①配当金の総額　　　　　　　　30,940千円

②１株当たり配当額　　　　　　　　　25円

③基準日　　　　　　　　平成30年12月31日

④効力発生日　　　　　　平成31年３月29日

なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、資金調達については主に

銀行等借入によっております。

　受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリス

ク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四

半期ごとに時価の把握を行っております。

　支払手形及び買掛金、電子記録債務は１年以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金

利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。な

お、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額(※)

時価(※) 差額

 (1) 現金及び預金 1,985,112 1,985,112 －

 (2) 受取手形及び売掛金 1,047,564 1,047,564 －

 (3) 電子記録債権 562,165 562,165 －

 (4) 投資有価証券 196,893 196,893 －

 (5) 支払手形及び買掛金 (753,410) (753,410) －

 (6) 電子記録債務 (532,622) (532,622) －

 (7) 短期借入金 (477,307) (477,307) －

 (8) 社債 (470,000) (463,887) 6,113

 (9) 長期借入金 (2,022,907) (2,024,714) △1,807

(10) デリバティブ取引 － － －

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(4) 投資有価証券

時価については、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、並びに(7) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(8) 社債

　社債については、１年内償還予定の社債を含めて表示しております。時価については、元

利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

(9) 長期借入金

　長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しています。時価につ

いては、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。

(10) デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額29,832千円）及び出資金（同832千円）は、市場価格

がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都において事務所用建物（土地を含む）の一部を賃貸

している他、その他の地域においても賃貸用の土地を有しております。

　平成30年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は21,456千円（賃貸収益は営業

外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の

時価当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

244,480千円 △8,200千円 236,280千円 433,061千円

　（注）連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定

評価書に基づく金額（指標等を用いて調整後の金額）、その他の物件については、固定

資産税評価額を参考に時価を算定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,068円59銭

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 1,725,409千円

普通株式に係る純資産額 1,322,495千円

連結貸借対照表の純資産の部の合計と１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式に係る

連結会計年度末の純資産額との差額の内訳

非支配株主持分 402,914千円

普通株式の発行済株式数 1,240,000株

普通株式の自己株式数 2,391株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数 1,237,609株

２．１株当たり当期純利益 161円75銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純利益 200,194千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 200,194千円

期中平均株式数 1,237,655株

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

独立監査人の監査報告書
平成31年２月21日

株式会社　日本抵抗器製作所

取　締　役　会　御中

仰星監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 塚 崎 俊 博 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 許 　 仁 九 ㊞
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社日本抵抗器製作所の平成30

年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社日本抵抗器製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該

連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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貸　借　対　照　表
（平成30年12月31日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 収 入 金

前 払 費 用

1年内回収予定の関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

千円

2,895,518

794,800

144,889

1,068,452

40,000

128,417

10,440

405,082

276,521

1,338

12,570

12,031

978

945,552

349,785

286,077

20,052

498,974

12,065

765,978

219,991

28,517

△1,481,869

9,169

7,872

1,297

586,598

103,414

394,086

8,443

33,273

47,382

1,938

1,938

千円

流 動 負 債 1,757,397

支 払 手 形 87,173

買 掛 金 584,537

電 子 記 録 債 務 521,777

1年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 390,388

1年 内 償 還 予 定 の 社 債 20,000

未 払 金 26,657

未 払 費 用 2,965

リ ー ス 債 務 2,763

未 払 法 人 税 等 73,508

預 り 金 2,983

前 受 収 益 1,413

そ の 他 43,233

固 定 負 債 858,563

社 債 150,000

長 期 借 入 金 554,762

長 期 未 払 金 26,099

退 職 給 付 引 当 金 119,643

リ ー ス 債 務 8,059

負 債 合 計 2,615,960

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,200,318

資 本 金 724,400

資 本 剰 余 金 131,450

資 本 準 備 金 131,450

利 益 剰 余 金 348,021

利 益 準 備 金 40,892

その他利益剰余金 307,129

繰越利益剰余金 307,129

自 己 株 式 △3,553

評価・換算差額等 26,730

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

26,730

純 資 産 合 計 1,227,048

資 産 合 計 3,843,008 負 債 純 資 産 合 計 3,843,008
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損　益　計　算　書

（平成30年１月１日から

平成30年12月31日まで）
科 目 金 額

千円 千円

売 上 高 4,242,950

売 上 原 価 3,806,343

売 上 総 利 益 436,607

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 195,867

営 業 利 益 240,740

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 2,647

不 動 産 賃 貸 料 25,992

そ の 他 30,858 59,497

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,717

賃 貸 資 産 減 価 償 却 費 等 6,647

そ の 他 5,555 26,919

経 常 利 益 273,318

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 76 76

税 引 前 当 期 純 利 益 273,242

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 86,753

法 人 税 等 調 整 額 2,369 89,122

当 期 純 利 益 184,120
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株主資本等変動計算書

（平成30年１月１日から

平成30年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
評価・換算
差　額　等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

その他有
価証券評
価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益
剰　余　金

利益剰余金
合　　　計

繰越利益
剰 余 金

平成30年１月１日残高 724,400 131,450 38,416 150,238 188,654 △3,497 1,041,007 51,984 1,092,991

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 2,475 △27,228 △24,753 △24,753 △24,753

当 期 純 利 益 184,120 184,120 184,120 184,120

自 己 株 式 の 取 得 △56 △56 △56

株主資本以外の項目の
当事業年度中の変動額
( 純 額 )

△25,254 △25,254

当事業年度中の変動額
合 計

－ － 2,475 156,892 159,367 △56 159,311 △25,254 134,057

平成30年12月31日残高 724,400 131,450 40,892 307,129 348,021 △3,553 1,200,318 26,730 1,227,048
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日現在の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

ヘッジ会計の要件を満たす取引については、ヘッジ会計を採用しております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品・原材料

移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

貯蔵品

終仕入原価法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

  ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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４．引当金の計上方法

　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

５．重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法………繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用しております。

ヘッジ手段………………金利スワップ

ヘッジ対象………………変動金利借入金

ヘッジ方針………………当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリス

クを回避するため、金利スワップ取引を利用しております。

ヘッジの有効性評価の方法………特例処理によっている金利スワップについては有効性の評

価を省略しております。

６．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

７．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産

土地 87,120千円

建物 2,732千円

　　上記に対する債務

１年内返済予定の長期借入金 154,993千円

長期借入金 216,753千円

２．受取手形割引高 70,950千円

３．保証債務 613,072千円

４．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額

受取手形 144,889千円

売掛金 1,059,203千円

電子記録債権 40,000千円

未収入金 256,808千円

支払手形 4,996千円

買掛金 416,128千円

電子記録債務 32,388千円

未払金 14,247千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

　　営業取引による取引高

売上高 4,242,950千円

仕入高 3,377,806千円

　　営業取引以外の取引による取引高 56,206千円

２．売上原価に含まれるたな卸資産評価損

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後の金額であり、たな卸資産評価損が売上

原価に20,585千円含まれております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 2,342株 49株 －株 2,391株

（注）自己株式数の増加49株は、単元未満株式の買取による増加49株であります。

－ 28 －

個別注記表



（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

未払事業税否認 4,089千円

たな卸資産評価減 6,270千円

一括償却資産損金算入限度超過額 589千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 36,443千円

投資有価証券評価損 305千円

減損損失 9,765千円

未払金否認 9,622千円

繰延税金資産小計 67,083千円

評価性引当額 10,070千円

繰延税金資産合計 57,013千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 11,709千円

繰延税金負債合計 11,709千円

繰延税金資産の純額 45,304千円

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　流動資産－繰延税金資産 12,031千円

　固定資産－繰延税金資産 33,273千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目の

内訳

法人税実効税率 30.69％

（調整）

　住民税均等割等 0.23％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.05％

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.71％

　その他 0.04％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.62％

－ 29 －

個別注記表



（関連当事者との取引に関する注記）

関連会社等
（単位：千円）

種類
会社等の
名 称

所在地
資本金
又 は
出資金

事業の内容
議 決 権 の
所 有 割 合
( 注 １ )

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
日本抵抗
器販売㈱

東京都
品川区

50,000
電子部品
電子機器
販売

 60.0％
( 60.0％)
< 40.0％>

当社製品の
販売
材料の購入
債務保証
役員の兼任

製品販売
（注２）

4,155,390

売 掛 金 1,020,267

受取手形 144,889

電子記録債権 40,000

材料仕入
（注２）

767,028 買 掛 金 195,266

システム
管理費他
（注３）

22,452 未収入金 2,021

賃貸収入
（注４）

16,150 － －

債務保証
（注５）

100,000 － －

子会社
㈱日本抵抗器
大 分 製 作 所

大分県
宇佐市

80,000
電子機器
の製造

100.0％
( 85.1％)

債務保証
役員の兼任

債務保証
（注５）

489,777 － －

子会社

解 亜 園
（上海）
電子製造
有限公司

Shanghai
CHINA

5,400千
US＄

電子部品
製造

100.0％
( 29.2％)

材料の売上
製品の購入
債務保証
役員の兼任

材料支給
（注２）

569,827 未収入金 135,421

製品購入
（注２）

1,093,614 買 掛 金 151,463

債務保証
（注５）

23,294 － －

子会社
㈱サンジ
ェニック
ス

富山県
南砺市

27,000
電子部品
電子機器
製造

100.0％
(100.0％)

材料の売上
製品の購入
土 地 ・ 建
物・設備の
賃貸
役員の兼任

材料支給
（注２）

1,960,150 未収入金 118,954

製品購入
（注２）

2,284,191

買 掛 金 60,022

支払手形 4,996

電子記録債務 32,388

賃貸収入
（注４）

4,442 － －

（注）１．議決権の所有割合の（　）は間接所有割合の内数、＜　＞は緊密な者又は同意してい

る者の所有割合で外数となっております。

２．製品・材料の販売、製品・材料の仕入については、一般取引先と同様当社希望価格と

提示された見積価格をもとにし、交渉の上決定しております。

３．管理手数料の受入であり、必要なコストに基づき価格交渉の上決定しております。

４．賃貸収入は、近隣の取引実勢に基づいて賃貸料を決定しております。

５．銀行借入、手形等割引、社債及び延払購入取引の保証を行っており、保証料は受取っ

ておりません。

６．上記の表における取引金額等の内、期末残高には消費税等を含めており、取引金額に

は消費税等を含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 991円47銭

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

貸借対照表の純資産の部の合計額 1,227,048千円

普通株式に係る純資産額 1,227,048千円

普通株式の発行済株式数 1,240,000株

普通株式の自己株式数 2,391株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数

1,237,609株

２．１株当たり当期純利益 148円77銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益 184,120千円

普通株式に係る当期純利益 184,120千円

期中平均株式数 1,237,655株

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。

－ 31 －

個別注記表



計算書類に係る会計監査人監査報告

独立監査人の監査報告書
平成31年２月21日

株式会社　日本抵抗器製作所

取　締　役　会　御中

仰星監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 塚 崎 俊 博 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 許 　 仁 九 ㊞
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社日本抵抗器製作所の

平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について

監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監査役会監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第71期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成31年２月22日

株式会社　日本抵抗器製作所　監査役会

常勤監査役 堀 井 　 進 ㊞

社外監査役 堀 越 直 子 ㊞

社外監査役 白 田 幸 春 ㊞

社外監査役 石 崎 　 武 ㊞

以　上

－ 34 －

監査役会監査報告



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、剰余金の配当につきましては、収益に応じた配当を基本方
針としながら、一方で、安定した配当を継続するとともに、会社の競
争力を維持強化すべく将来の事業展開に備えた内部留保の充実を勘
案して配当することとしており、当期末の配当につきましては、次の
とおりといたしたいと存じます。
(1) 配当財産の種類

金銭
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき25円　　　総額 30,940,225円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成31年３月29日
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第２号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了とな
ります。つきましては、取締役６名の選任をお願いするものでありま
す。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

ふ り が な

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社の
株式数

１

き

木
 

　
むら

村
 

　　
 

　
ひとし

準

（昭和22年７月９日）

昭和46年３月
昭和57年３月
昭和57年３月
昭和58年12月
昭和59年２月
平成４年11月
平成４年11月

平成４年12月

平成４年12月

平成４年12月

平成17年12月

平成17年12月

当社入社
当社取締役に就任
日本抵抗器販売㈱取締役に就任
日本抵抗器販売㈱常務取締役に就任
当社常務取締役に就任
当社代表取締役社長に就任（現任）
日本抵抗器販売㈱代表取締役社長に就
任（現任）
マイクロジェニックス㈱代表取締役社
長に就任（現任）
ジェイアールエムグループ㈱代表取締
役社長に就任（現任）
㈱日本抵抗器大分製作所代表取締役社
長に就任（現任）
㈱サンジェニックス代表取締役社長に
就任（現任）
㈱ファイン電子代表取締役社長に就任
（現任）

176,500株

（取締役候補者とした理由）

木村準氏は、当社取締役就任以来、長年に亘り当社及びJRMグループ会社の経営者とし

て豊富な経験と知識を有しております。今後も代表取締役として当社の成長と企業価

値向上に貢献することが期待できることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

いま

今
 

　
い

井
 

　　
 

　
おさむ

治

（昭和21年12月12日）

昭和60年１月 ㈱クレール代表取締役に就任

15,000株平成９年１月 ㈱今井機業場代表取締役に就任（現任）

平成18年３月 当社取締役に就任（現任）

（社外取締役候補者とした理由）

今井治氏は、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有し活動され、他業種の動向等に

も詳しく、当社の経営事項の決定及び業務執行の監督機能を十分に果たしていただける

ものと期待できることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

３

いま

今
 

　
い

井
 

　
よし

芳
 

　
のり

範

（昭和23年10月３日）

昭和50年４月
平成13年７月

平成25年３月

今井ラジオ店入社
シーエスフィールド㈱代表取締役に就
任（現任）
当社取締役に就任（現任）

45,163株

（社外取締役候補者とした理由）

今井芳範氏は、経営者として豊富な経験と幅広い見識を有し活動され、国内外の電機メ

ーカーの市場動向にも詳しく、当社の経営事項の決定及び業務執行の監督機能を十分に

果たしていただけるものと期待できることから、引き続き社外取締役候補者といたしま

した。
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候補者
番号

ふ り が な

氏　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社の
株式数

４

あい

愛
 

　
やま

山
 

　
よし

良
 

　
のぶ

信

（昭和18年３月11日）

昭和38年３月
昭和58年３月
昭和59年３月
平成２年６月
平成３年３月
平成４年３月
平成５年３月
平成５年５月
平成20年３月

当社入社
当社設計部長
当社製造部長
当社管理部長
当社経営本部長付部長
当社経営本部計数管理室長
当社取締役に就任
当社取締役総務部長
当社取締役に就任（現任）

－株

（取締役候補者とした理由）

愛山良信氏は、当社入社以来、設計部門、製造部門、管理部門を担当し、豊富な経験及

び知識を有しております。当社取締役就任後は企業体質強化に貢献しており、今後も当

社の経営体質強化に貢献できることが期待できることから、引き続き取締役候補者とい

たしました。

５

いし

石
 

　
お

尾
 

　　
 

　
ひろし

博

（昭和24年９月11日）

昭和43年３月
平成３年３月
平成13年12月

平成19年11月

平成26年３月

当社入社
当社開発部長
マイクロジェニックス㈱取締役に就任
（現任）
マイクロジェニックス㈱取締役経営本
部長に就任
当社取締役に就任（現任）

700株

（取締役候補者とした理由）

石尾博氏は、当社入社以来、開発部門、グループ会社の開発部門を担当し、商品開発に

関する豊富な経験及び知識を有しております。当社取締役就任後は商品開発力向上に

貢献しており、今後も当社の技術開発体制強化に貢献できることが期待できることか

ら、引き続き取締役候補者といたしました。

６

もり

森
 

　　
 

　
えつ

悦
 

　
お

夫

（昭和25年12月12日）

昭和59年12月 日本抵抗器販売㈱入社

1,600株

平成13年５月 ジェイアールエムグループ㈱計数管理部長
平成14年２月 ジェイアールエムグループ㈱生産管理部長

平成15年２月 ジェイアールエムグループ㈱資材管理部長

平成21年１月 ジェイアールエムグループ㈱総務管理部長

平成21年５月 ジェイアールエムグループ㈱経営本部長

平成21年５月 ジェイアールエムグループ㈱取締役に就任
（現任）

平成24年４月
平成27年３月

ジェイアールエムグループ㈱財務管理部長
当社取締役に就任（現任）

（取締役候補者とした理由）

森悦夫氏は、当社グループ会社入社以来、生産管理部門、資材管理部門、総務管理部門

を担当し、管理業務全般に関する豊富な経験及び知識を有しております。当社取締役就

任後は生産部門の省力化・合理化に貢献しており、今後も当社の経営体質強化に貢献で

きることが期待できることから、引き続き取締役候補者といたしました。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者のうち、今井治氏及び今井芳範氏は社外取締役候補者であります。

３．今井治氏及び今井芳範氏は現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任

期間は本株主総会終結の時をもって今井治氏が13年、今井芳範氏が６年になります。

４．当社は、今井治氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であ

ります。

以　上
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